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株主各位

(証券コード8041)
2026年６月９日

株 主 各 位
大 阪 市 福 島 区 野 田 二 丁 目 1 3 番 ５ 号
ＯＵＧホールディングス株式会社

取締役社長 橋 爪 康 至

【当社ウェブサイト】
https://www.oug.co.jp

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第80回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第80回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の次の各ウェブサイトに掲載しておりますので、い
ずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記のウェブサイトにアクセスしていただき、メニューより「投資家情報」「株式情報」「株主総
会」を順に選択していただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスし、銘柄名（ＯＵＧホールディングス）または当社証券コード
（8041）を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択していただき、ご確認く
ださい。）

　なお、当日のご出席に代えて、インターネットまたは書面（郵送）によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月25日（木曜日）午後
１時までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。
［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、本
招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「ログインID」および「仮パスワー
ド」をご利用のうえ、画面の案内に従って、各議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力くだ
さい。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記(４頁記載）の「インターネットによる議
決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご
返送ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
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株主各位

１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時　　(受付開始：午前９時)
２．場 所 大阪市中央区本町橋２番８号

大阪商工会議所　７階　国際会議ホール

報 告 事 項 １．第80期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第80期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案に対する賛否の

表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効

なものとしてお取り扱いいたします。
⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ

ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
⑷代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株

主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

     

　株主総会にご出席される株主様への「お土産」の配布は取りやめましたので、ご理解賜りますよ
　うお願い申しあげます。

記

３．会議の目的事項

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前述（１頁記載）のインターネット上の各ウェブサイト
において、その旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。
◎株主総会の運営について重大な変更が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
(https://www.oug.co.jp)に掲載いたします。
◎書面交付請求された株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたします
が、当該書面は法令および当社定款の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
①　事業報告の「会社の体制および方針」
②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③　計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
したがって、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人が会
計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

次ページのご案内に従って、各議案
の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に各議案に対する
賛否をご表示のうえ、切手を貼らず
にご投函ください。

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

行使期限 行使期限 開催日時

2026年６月25日（木曜日）
午後１時00分入力完了分まで

2026年６月25日（木曜日）
午後１時00分到着分まで

2026年６月26日（金曜日）
午前10時（受付開始:午前９時）

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

・議決権を行使いただけない場合、皆様の議決権は議案に対する賛否いずれにも算入されませんので、ご注意ください。
・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものと
してお取り扱いいたします。

・インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができま
す。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワー
ド」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パ
スワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前９:00～午後９:00）
以上
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事業の経過およびその成果

( 2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで )

事　　 業　　 報　　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、所得情勢、個人消費、設備投資、生産活動、雇用情勢
には総じて持ち直しの動きがみられ、緩やかに回復しています。
　消費者心理は、消費者物価の上昇に賃金の伸びが追いつかず、生活防衛意識を反映し、節約志
向が継続しています。
　水産物流通業界におきましては、需要動向については、外食・宿泊・インバウンド関連需要は
回復しているものの、内食関連需要は水産物価格の高騰も影響し総じて伸び悩んでいます。
　このような環境にあって、当社グループは、販売力・調達力の強化、顧客起点志向の追求、地
域に対応したソリューションの提供、業務の効率化、諸経費の節減などに注力し事業活動を展開
しています。
　また、2024年度から2026年度までの３カ年を対象とした『ＯＵＧグループ中期経営計画
2024』に従い、継続してバリューチェーンの最適化を意識したグループ役職員の個々の行動変
容を通じ、１.「鮮魚事業の強化」、２.「グループ連携による商品力の強化」、３.「関東マーケ
ットの深耕・拡大」、４.「海外事業の拡大」、５.「サステナブルな事業活動」の事業テーマに
グループ一体となって取り組んでいます。
　当連結会計年度の経営成績は、売上高は3,636億66百万円（前年同期比103.9％）となりまし
た。損益面では、売上総利益は340億83百万円（前年同期比108.7％）となり、営業利益63億
35百万円（前年同期比124.2％）、経常利益68億11百万円（前年同期比115.6％）、親会社株
主に帰属する当期純利益53億79百万円（前年同期比118.8％）となりました。
　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。
＜水産物荷受事業＞
　中央卸売市場を核とする集荷販売機能をもつ水産物荷受事業は、販売単価が上昇し増収となり
ましたが、販売数量の減少や商品調達コストの上昇による売上総利益率の低下に加え、人件費・
物流費を中心とした販管費の増加があり減益となりました。この結果、売上高2,212億30百万
円（前年同期比103.7％）、セグメント利益25億41百万円（前年同期比70.9％）となりまし
た。
＜市場外水産物卸売事業＞
　全国各地を網羅する販売拠点を活かした幅広い流通網をもつ市場外水産物卸売事業は、外食・
宿泊・インバウンド関連需要が好調に推移し増収となりましたが、商品調達コストの上昇による
売上総利益率の低下や物流費を中心とした販管費の増加を補いきれず減益となりました。この結
果、売上高1,432億61百万円（前年同期比105.3％）、セグメント利益15億87百万円（前年同
期比82.6％）となりました。
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事業の経過およびその成果

＜養殖事業＞
　九州、四国にてブリ、マグロの養殖を展開する養殖事業は、主力の養殖ブリにおいて、長引く
高海水温の影響で生育が遅れたことから販売数量が減少し、生産原価が上昇しましたが、全国的
に在池量が少ないことなどにより販売単価が大きく上昇し、増収増益となりました。この結果、
売上高116億15百万円（前年同期比105.7％）、セグメント利益20億85百万円（前年同期はセ
グメント損失4億51百万円）となりました。
＜食品加工事業＞
　量販店向けの米飯加工、カット野菜加工、冷凍マグロの加工、飲食事業者向けの加工・調理サ
ービスなどを行う食品加工事業は、前期末に冷凍マグロの加工を行う連結子会社1社が加入した
ことなどにより増収となりましたが、原材料価格の高騰などによる生産原価の上昇がありまし
た。この結果、売上高46億12百万円（前年同期比117.0％）、セグメント損失52百万円（前年
同期はセグメント損失73百万円）となりました。
＜物流事業＞
　物流センターにおいて、搬入された水産物等を量販店等の配送先別に仕分け、配送を行う物流
事業は、人件費を中心に販管費は増加しましたが、センターフィ売上が増加したことにより増収
増益となりました。この結果、売上高19億27百万円（前年同期比101.9％）、セグメント利益
46百万円（前年同期比249.9％）となりました。
＜その他＞
　グループの水産物流通を補完するリース事業等その他は、売上高34億93百万円（前年同期比
79.5％）、セグメント損失14百万円（前年同期はセグメント利益14百万円）となりました。

（ 6 ）
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事業の経過およびその成果

事 業 セ グ メ ン ト 売 上 高 構 成 比 セ グ メ ン ト 利 益
又 は 損 失 ( △ )

百万円 ％ 百万円
水 産 物 荷 受 事 業 221,230 57.3 2,541

市 場 外 水 産 物 卸 売 事 業 143,261 37.1 1,587

養 殖 事 業 11,615 3.0 2,085

食 品 加 工 事 業 4,612 1.2 △52

物 流 事 業 1,927 0.5 46

そ の 他 3,493 0.9 △14

計 386,140 100.0 6,194

調 整 額 △22,474 － 141

合 計 363,666 － 6,335

①全社　　　　　　　　　　　　：パソコンの入替 2億12百万円
②水産物荷受事業　　　　　　　：地下水槽設備の設置 64百万円
③市場外水産物卸売事業　：パソコンの入替

新基盤システムの構築
2億1百万円

3億60百万円
④養殖事業　　　　　　　　　　　　　：生簀設備の設置 1億5百万円
⑤食品加工事業　　　　　　　　　：加工場改修工事

加工機器の購入
81百万円
75百万円

セグメントの概況

（注）セグメント利益又は損失（△）は、連結計算書類の営業利益と調整を行っております。

⑵　設備投資の状況
当連結会計年度における当社グループの設備投資額は、18億80百万円（無形固定資産への投

資を含む）であり、主なものは下記のとおりであります。

⑶　資金調達の状況
当連結会計年度における資金調達は、経常的な資金調達のみで、特に記載すべき事項はありま

せん。

（ 7 ）
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、国内景気は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果などによ
り緩やかに回復していくものと見込まれますが、中東情勢や米国の通商政策を含む国際情勢によ
る不透明感も存在します。
　水産物流通業界におきましては、需要動向については、水産物価格の持続的な上昇や節約志向
の継続により、内食関連需要は総じて伸び悩み、外食・宿泊・インバウンド関連需要は好調が続
くものの伸びは限定的なものになると予測されます。
　当社グループにおきましては、2026年度は、2024年度から2026年度まで（３カ年）を対象
とした『ＯＵＧグループ中期経営計画2024』（2024年5月10日公表）の最終年度にあたり、
継続して本中計達成に向け下記のテーマにグループ一体となって取り組んでまいります。
　Ⅰ．事業系では、１．「鮮魚事業の強化」、２．「グループ連携による商品力の強化」、３．
「関東マーケットの深耕・拡大」、４．「海外事業の拡大」、５．「サステナブルな事業活動」
のテーマについて、バリューチェーンの最適化を意識したグループ役職員の個々の行動変容を通
じ取り組んでまいります。
　Ⅱ．非事業系（経営基盤の整備・強化）では、１．「事業ポートフォリオの見直し等の財務関
連」、２．「人的資本充実等の人事関連」、３．「基幹業務システム導入等のシステム関連」、
４．「ＩＲの体制整備・充実」、５．「品質保証活動の充実・高度化」、６．「サステナビリテ
ィの推進」、７．「共通機能の高度化」のテーマについて取り組んでまいります。
　また、このような企業活動を通じ、「資本コストや株価を意識した経営の実現」に向けて取り
組むとともに、お客様に価値ある商品とサービスを提供することにより食文化の発展に貢献し、
企業価値を最大化してまいります。
　次期の業績に関しましては、売上高3,550億円、営業利益46億円、経常利益48億円、親会社
株主に帰属する当期純利益32億円を見込んでいます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげ
ます。

（ 8 ）
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財産および損益の状況の推移

（単位：百万円）

区　分 第 77 期
2023年３月期

第 78 期
2024年３月期

第 79 期
2025年３月期

第 80 期
2026年３月期

売 上 高 325,020 333,197 350,092 363,666
経 常 利 益 4,276 3,912 5,891 6,811
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 3,078 3,618 4,527 5,379

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭
562.03 672.22 839.57 996.63

総 資 産 額 81,988 91,150 90,270 96,736
純 資 産 額 25,927 30,994 35,555 41,436

１ 株 当 た り 純 資 産 額 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭
4,816.39 5,757.95 6,585.95 7,676.84

⑸　財産および損益の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数に基づき、ま
た、１株当たり純資産額については、期末発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数に基づき
算出しております。

（ 9 ）
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

株 式 会 社 う お い ち 2,000 100.0 水産物全般の販売および販売の
受託

株 式 会 社 シ ョ ク リ ュ ー 5,211 100.0 水産物全般の販売および加工

株 式 会 社 兵 殖 50 100.0 ハマチ、ブリ、マグロの養殖お
よび販売・加工

舞洲流通センター株式会社 100 100.0 水産物等の仕分け・配送

株 式 会 社 ト ッ プ 10 100.0 保険代理業およびリース業

ダ イ ワ サ ミ ッ ト 株 式 会 社 20 100.0 米飯加工および販売

株 式 会 社 ト ウ ニ チ 水 産 20 100.0 刺身のケンを主体としたカット
野菜の加工および販売

株式会社ツナクラフトワークス 10 100.0 マグロの加工および販売

⑹　重要な親会社および子会社の状況
　①親会社との関係
　　該当事項はありません。
　②重要な子会社の状況

（注）当事業年度末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。
【特定完全子会社に関する事項】
①　特定完全子会社の名称および住所

株式会社ショクリュー
大阪市中央区日本橋一丁目22番25号

②　当社および完全子会社等における特定完全子会社の株式の事業年度末日における帳簿価額の合計額
11,032百万円

③　当社の当事業年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額の合計額
45,692百万円

⑺　主要な事業内容（2026年３月31日現在）
　当社の関係会社は、子会社16社および関連会社３社により構成されており、各種水産物の販
売、養殖、加工、物流および保険・リース事業等を営んでおります。

（ 10 ）
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主要な事業所および工場

名 称 所 在 地

株 式 会 社 う お い ち

大 阪 大阪府（大阪市福島区）

東 部 大阪府（大阪市東住吉区）

北 部 大阪府（茨木市）

和 歌 山 和歌山県（和歌山市）

滋 賀 滋賀県（大津市）

株 式 会 社 シ ョ ク リ ュ ー

本 社 大阪府（大阪市中央区）

支 社 東京都、愛知県、大阪府、福岡県

事 業 所

北海道、宮城県、千葉県、東京都、神奈川県、岐
阜県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取
県、岡山県、広島県、山口県、愛媛県、福岡県、
佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児
島県

工 場 山口県

株 式 会 社 兵 殖
本社・工場 大分県（津久見市）

事 業 所 高知県、長崎県、大分県、宮崎県

舞洲流通センター株式会社 本 社 大阪府（大阪市此花区）

株 式 会 社 ト ッ プ 本 社 大阪府（大阪市福島区）

ダ イ ワ サ ミ ッ ト 株 式 会 社 本社・工場 大阪府（大阪市此花区）

株 式 会 社 ト ウ ニ チ 水 産 本社・工場 大阪府（茨木市）

株式会社ツナクラフトワークス 本社・工場 静岡県（焼津市）

⑻　主要な事業所および工場(2026年３月31日現在）
当　社　ＯＵＧホールディングス株式会社
所在地　大阪市福島区野田二丁目13番５号

（ 11 ）
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従業員の状況

事 業 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
名 名

水 産 物 荷 受 事 業 395 （55） － （△2）

市 場 外 水 産 物 卸 売 事 業 514 （209） 11 （△8）

養 殖 事 業 143 （40） △7 （6）

食 品 加 工 事 業 113 （123） 1 （△5）

物 流 事 業 59 （30） 1 （1）

そ の 他 48 （33） △6 （△15）

全 社 （ 共 通 ） 29 （－） △1 （－）

合 計 1,301 （490） △1 （△23）

従業員数 前期末比 平均年齢 平 均 勤 続 年 数
名 名 歳 月 年 月

当 社 29 △1 53 8 12 9

株 式 会 社 う お い ち 395 － 45 11 18 7

株式会社ショクリュー 514 11 47 7 19 10

株 式 会 社 兵 殖 105 △7 40 6 14 5

⑼　従業員の状況（2026年３月31日現在）
①企業集団の従業員の状況

（注）１.　従業員数は、就業人員数であります。
２.　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数の連結会計年度の平均雇用人員であります。

②当社および主要連結子会社の従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員数であり、臨時従業員は含んでおりません。

（ 12 ）
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主要な借入先、会社の株式に関する事項

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

農 林 中 央 金 庫 5,220
株 式 会 社 　 り 　 そ 　 な 　 銀 　 行 3,540
株 式 会 社 　 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,270
株 式 会 社 　 み 　 ず 　 ほ 　 銀 　 行 2,980
三 井 住 友 信 託 銀 行 　 株 式 会 社 2,230

⑽　主要な借入先（2026年３月31日現在）

⑴　発行可能株式総数 20,915,900株
⑵　発行済株式の総数 5,562,292株（自己株式164,705株を含む）
⑶　株主数 15,207名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

U m i o s 株 式 会 社 745 13.80

株 式 会 社 松 岡 300 5.56
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 265 4.91
丸 大 食 品 株 式 会 社 115 2.13
株 式 会 社 丸 徳 水 産 110 2.04
Ｏ Ｕ Ｇ グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 110 2.04
農 林 中 央 金 庫 108 2.01
株 式 会 社 り そ な 銀 行 107 1.99
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 75 1.39
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 67 1.25

２．会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

（注）１. 当社は当社名義の株式を164,805株（自己名義失念株式100株を含む）保有しておりますが、
上記の大株主（上位10名）からは除いております。

２. 持株比率は、自己株式（164,705株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

（ 13 ）
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 橋 爪 康 至 グループ経営推進担当
株式会社うおいち代表取締役会長
大阪府中央卸売市場管理センター株式会社代表取締役社長

取 締 役 山 田 　 稔 経営基盤グループ担当
舞洲流通センター株式会社監査役
株式会社トップ取締役

取 締 役 中 村 　 耕 総合企画グループ・情報企画グループ担当
株式会社兵殖取締役
舞洲流通センター株式会社取締役
ダイワサミット株式会社取締役
株式会社トウニチ水産取締役
株式会社ツナクラフトワークス取締役

取 締 役 石 井 享 一 グループ戦略推進担当
株式会社うおいち代表取締役社長 社長執行役員

取 締 役 竹 田 　 誠 グループ戦略推進担当
株式会社ショクリュー代表取締役社長 社長執行役員

取 締 役 中 迫 　 猛 グループ戦略推進担当
株式会社兵殖代表取締役社長

取 締 役 三 浦 正 晴 弁護士　銀座中央法律事務所代表
取 締 役 荻 野 義 明
取 締 役 永　島　眞由美
常 勤 監 査 役 辰 　 清 広
監 査 役 小 竹 伸 幸 公認会計士　小竹伸幸公認会計士事務所所長
監 査 役 石 川 英 機 株式会社ショクリュー監査役
監 査 役 進 藤 千 絵 弁護士　藤井・梅山法律事務所

シオノギファーマ株式会社社外取締役
鳥居薬品株式会社社外監査役

４．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等（2026年３月31日現在）

（注）１. 取締役三浦正晴、荻野義明、永島眞由美の３氏は、社外取締役であります。
２. 監査役小竹伸幸、石川英機、進藤千絵の３氏は、社外監査役であります。
３. 当社は、取締役三浦正晴、荻野義明、監査役小竹伸幸、進藤千絵の４氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として届け出ております。
４. 進藤千絵氏の戸籍上の氏名は井谷千絵であります。

（ 14 ）
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会社役員に関する事項

（地位） （氏名） （担当および重要な兼職の状況）
執 行 役 員 水 谷 　 保 グループ戦略推進担当

株式会社うおいち取締役専務執行役員
株式会社ショクリュー取締役

執 行 役 員 荘 司 史 幸 グループ戦略推進担当
株式会社ショクリュー取締役常務執行役員

５. 当事業年度中の取締役および監査役の異動は下記のとおりであります。
（1）取締役中江一夫氏は、2025年6月27日開催の第79回定時株主総会終結の時をもって任期

満了により退任いたしました。
（2）取締役山田稔、中村耕、石井享一の３氏は、2025年6月27日開催の第79回定時株主総会

において新たに取締役に選任され、就任いたしました。
６. 取締役三浦正晴氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有しておりま

す。
７. 取締役荻野義明氏は、経営者としての豊富な経験を有しており、企業経営に関する相当程度の知

見を有しております。
８. 取締役永島眞由美氏は、経営者としての豊富な経験を有しており、企業経営に関する相当程度の

知見を有しております。
９. 監査役小竹伸幸氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見

を有しております。
10. 監査役石川英機氏は、長年の金融機関勤務で培った幅広い経験を有しており、財務および会計に

関する相当程度の知見を有しております。
11. 監査役進藤千絵氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有しておりま

す。
12. 執行役員は次のとおりであります。

⑵　取締役および監査役の報酬等
①取締役および監査役の報酬等の内容の決定に関する方針
　当社は、2019年９月17日開催の取締役会において、取締役の報酬等の内容にかかる決定方針
を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の報酬等について、報酬等の内容の決定方法お
よび決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものと判断しております。
　取締役および監査役の報酬等に関する決定方針の内容は次のとおりです。

ⅰ基本方針
　取締役および監査役の報酬等は、当社および当社グループの業容および世間水準等を勘案
しつつ、特に取締役の報酬等は、当社グループの業績向上へのインセンティブを高めること
を主目的とした内容にしております。
　なお、取締役の役位別標準報酬等は、指名・報酬委員会の諮問を経て取締役会の決議に基
づき決定しております。

ⅱ取締役の報酬等に関する方針
　取締役の報酬は、基本報酬として支給する固定報酬と会社および個人の業績結果に応じて
支給する業績連動報酬から決定することとしております。
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会社役員に関する事項

区 　 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）固定報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　締　役
（うち社外取締役）

116
(23)

78
(23)

37
(－)

－
(－)

10
(3)

監　査　役
（うち社外監査役）

35
(15)

35
(15)

－
(－)

－
(－)

4
(3)

合　　計 152 114 37 － 14

　なお、社外取締役の報酬は、経営に関する独立性を維持するため、固定報酬のみを支給す
ることとしております。

ⅲ取締役の報酬等の割合に関する方針
　個々の取締役の固定報酬は、役位別標準報酬の60%相当額としております。また、個々の
業績連動報酬は、役位別標準報酬の40%相当額に業績評価に基づき決定された支給率を乗じ
て算定いたします。

ⅳ取締役の報酬等の決定の委任に関する事項
　個々の取締役の報酬額については、取締役会において決議された算定方法に関する方針に
基づき、取締役会より委任された代表取締役社長が指名・報酬委員会の関与・助言のもと決
定しております。

ⅴ監査役の報酬等に関する方針
　監査役の報酬は、監査役は当社グループ全体の職務執行に対する監査の職責を負うことか
ら、固定報酬のみを支給することとしております。

ⅵ報酬等の付与時期または条件に関する方針
　取締役および監査役の報酬は、在任中の毎月所定の日に限度額の範囲内で現金にて支給い
たします。

ⅶ指名・報酬委員会の設置に関する事項
　2023年１月19日開催の取締役会において、取締役会の決議により選定された社外取締役
を過半とする取締役３名以上で構成し、委員長は社外取締役とする指名・報酬委員会の設置
を決議しております。取締役の報酬等につきましては、同委員会の諮問を経て取締役会で決
定しております。

②　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

（注）１. 上記の支給人数および報酬等の額には、2025年６月27日開催の第79回定時株主総会終結の時
をもって退任した取締役１名を含んでおります。

２. 1991年６月27日開催の第45回定時株主総会において、取締役の報酬限度額は月額27百万円以
内、監査役の報酬限度額は月額５百万円以内と決議されております。当該株主総会終了時点の取
締役の員数は17名です。また、監査役の員数は３名です。

３. 各取締役の業績連動報酬の算定にかかる業績評価は、定量的評価と定性的評価により行っており
ます。業績連動報酬等にかかる業績指標については、定量的評価項目として、「連結売上高」、
「連結経常利益」、「親会社株主に帰属する当期純利益」「自己資本利益率（ROE）」、「投下

（ 16 ）
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会社役員に関する事項

資本利益率（ROIC）」を、定性的評価項目として、「経営戦略・担当業務の進捗状況」、「将
来の経営戦略構築・事業構想への取組み」、「取締役会の実効性向上への取組み」、「組織運営
（内部統制システム整備の対応等）への取組み」、「人財育成（後継者育成等）への取組み」等
を指標としております。定量的評価に用いた実績数値については、事業報告９頁の「財産および
損益の状況の推移」をご参照ください。当該指標を選択した理由は、これらの評価項目を各取締
役が役割を意識して確実に履行することにより、計画（予算）達成度や取締役としての資質等を
高め、当社グループの業績を向上させるためであります。なお、業績連動報酬は、役位別標準報
酬の40％相当額に業績評価に基づき決定された支給率を乗じて算定しております。

４. 取締役会は、代表取締役社長グループ経営推進担当橋爪康至氏に取締役会において決議された算
定方法に関する方針に基づき、指名・報酬委員会の関与・助言のもと各取締役の固定報酬額およ
び社外取締役を除く各取締役の業績連動報酬額の決定を委任しております。委任した理由は、当
社グループ全体の業績等を勘案しつつ各取締役の業績連動報酬にかかる評価を行うには代表取締
役社長が適していると判断したためであります。

５. 当事業年度において、社外役員１名が役員を兼任する子会社から役員として受けた報酬等の総額
は12百万円であります。

⑶　社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
・取締役三浦正晴氏は、銀座中央法律事務所代表であります。当社と兼職先との間には特別の関

係はありません。
・監査役小竹伸幸氏は、小竹伸幸公認会計士事務所所長であります。当社と兼職先との間には特

別の関係はありません。
・監査役石川英機氏は、株式会社ショクリューの監査役であります。同社は当社の連結子会社で

あります。
・監査役進藤千絵氏は、藤井・梅山法律事務所弁護士、シオノギファーマ株式会社の社外取締役、

鳥居薬品株式会社の社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありませ
ん。

（ 17 ）



2026/05/22 19:01:52 / 25302396_ＯＵＧホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 三 浦 正 晴
当期開催の取締役会14回全てに出席し、主に弁護士としての専門的見
地から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための適切な役割を果たしております。

取 締 役 荻 野 義 明
当期開催の取締役会14回全てに出席し、主に豊富な経験と高い見識を
有する経営者としての見地から監督、助言等を行うなど、意思決定の
妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

取 締 役 永 島 眞 由 美
当期開催の取締役会14回全てに出席し、主に豊富な経験と高い見識を
有する経営者としての見地から監督、助言等を行うなど、意思決定の
妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

監 査 役 小 竹 伸 幸
当期開催の取締役会14回、当期開催の監査役会15回全てに出席し、
主に公認会計士としての専門的見地から取締役会における意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

監 査 役 石 川 英 機
当期開催の取締役会14回、当期開催の監査役会15回全てに出席し、
長年の金融機関における業務経験で培った幅広い見地から取締役会に
おける意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。

監 査 役 進 藤 千 絵
当期開催の取締役会14回、当期開催の監査役会15回全てに出席し、
主に弁護士としての専門的見地から取締役会における意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。

②当事業年度における主な活動状況

③責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結することができる旨を定款の規定に設けておりますが、責任限定契約は締結し
ておりません。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を保険会
社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社および当社のすべての子
会社の取締役および監査役ならびに執行役員であります。被保険者である役員等が株主代表訴
訟、会社訴訟、第三者訴訟により、その職務に基づいて行った行為に起因して損害賠償請求され
た場合に負担することになる法律上の損害賠償金および訴訟費用を填補することとしておりま
す。保険料の負担割合については、被保険者が10％を負担しております。なお、故意または重
過失に起因する損害賠償請求は保険契約により免責となります。また、当該保険契約の契約期間
は１年間であり、次回の更新時においても取締役会の決議のうえ、これを更新する予定でありま
す。

（ 18 ）
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会計監査人に関する事項

区 分 報 酬 額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬 17百万円

②当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 61百万円

５．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称

仰星監査法人
⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記
①の金額はこれらの合計額を記載しております。

2. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
担当取締役、経理部門および会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査
人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積もりの算出根拠などを確認
し、日本公認会計士協会の公表する上場企業監査人・監査報酬実態調査報告、当業界事業者の実績
等を参考にして担当取締役より受理した「会計監査人の報酬等」について相当であると認め同意を
しております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会社法第340条第１項各号の事由に該当する事実を認めた場合は、監査役全員の同意に基づき
会計監査人を解任いたします。
　また、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合能力等に問題が認められる場合、事前
に合意した監査計画に基づき適切に監査が行われない場合、監査報告書の作成や報告義務が適正
に履行されない場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を不再任といたします。
　なお、解任の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におい
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

（ 19 ）
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連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

72,223
1,375

54
35,000
34,708

223
902

△41
24,513
10,899

2,498
1,298

892
6,152

16
40

1,842
11,772

8,110
18
11

2,357
357
115

1,026
△225　

流 動 負 債 44,852
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 22,478
短 期 借 入 金 13,010
１年内返済予定の長期借入金 2,574
未 払 法 人 税 等 2,044
未 払 消 費 税 等 117
賞 与 引 当 金 867
そ の 他 3,759
固 定 負 債 10,447

長 期 借 入 金 6,723
繰 延 税 金 負 債 1,146
再評価に係る繰延税金負債 231
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,941
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 80
資 産 除 去 債 務 189
そ の 他 135
負 債 合 計 55,300

純 資 産 の 部
株 主 資 本 37,424

資 本 金 6,495
資 本 剰 余 金 6,094
利 益 剰 余 金 25,241
自 己 株 式 △406

その他の包括利益累計額 4,011
その他有価証券評価差額金 3,504
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 42
土 地 再 評 価 差 額 金 △475
退職給付に係る調整累計額 939
純 資 産 合 計 41,436

資 産 合 計 96,736 負 債 ・ 純 資 産 合 計 96,736

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 363,666
売 上 原 価 329,583
売 上 総 利 益 34,083

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 27,747
営 業 利 益 6,335

営 業 外 収 益
受 取 利 息 4
受 取 配 当 金 228
受 取 賃 貸 料 176
補 助 金 収 入 417
そ の 他 104 931

営 業 外 費 用
支 払 利 息 307
賃 貸 費 用 90
そ の 他 59 456
経 常 利 益 6,811

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 681 681

特 別 損 失
訴 訟 関 連 損 失 25
投 資 有 価 証 券 売 却 損 9 34
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,457
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,389
法 人 税 等 調 整 額 △311 2,078
当 期 純 利 益 5,379
親 会社株主に帰属する当期純利益 5,379

連 結 損 益 計 算 書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 里 見 　 優
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 坂 戸 純 子

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

ＯＵＧホールディングス株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人
　大阪事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＯＵＧホールディングス株式会社の2025年４
月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、ＯＵＧホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用
される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

（次頁に続く）

（ 22 ）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明するこ
とが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監
査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
前 払 費 用
未 収 収 益
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

19,093
281
84
23

18,524
179
△0

26,599
2,292
693
13
1

18
1,311
253
38
38
0

24,268
7,348

16,649
1,346

92
△1,169　

流 動 負 債 15,350
短 期 借 入 金 12,130
関 係 会 社 短 期 借 入 金 700
１年内返済予定の長期借入金 1,962
リ ー ス 債 務 52
未 払 金 194
未 払 費 用 21
未 払 法 人 税 等 265
前 受 金 3
預 り 金 6
賞 与 引 当 金 15
固 定 負 債 6,609
長 期 借 入 金 6,108
リ ー ス 債 務 203
債 務 保 証 損 失 引 当 金 55
繰 延 税 金 負 債 159
長 期 預 り 保 証 金 82
負 債 合 計 21,960

純 資 産 の 部
株 主 資 本 20,413
資 本 金 6,495
資 本 剰 余 金 6,153
資 本 準 備 金 6,144
そ の 他 資 本 剰 余 金 8
利 益 剰 余 金 8,170
利 益 準 備 金 858
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,312
繰 越 利 益 剰 余 金 7,312

自 己 株 式 △406
評価・換算差額等 3,318
その他有価証券評価差額金 3,318
純 資 産 合 計 23,732

資 産 合 計 45,692 負 債 ・ 純 資 産 合 計 45,692

貸　借　対　照　表

（ 24 ）
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損益計算書

( 2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高
関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,397
経 営 管 理 料 776
情 報 サ ー ビ ス 売 上 高 392
賃 貸 収 入 215
金 融 収 益 233 3,014

売 上 原 価
情 報 サ ー ビ ス 売 上 原 価 363
賃 貸 原 価 135
金 融 費 用 227 726
売 上 総 利 益 2,288

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 738
営 業 利 益 1,549

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 205
そ の 他 41 246

営 業 外 費 用
支 払 利 息 41
そ の 他 31 73
経 常 利 益 1,722

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 669 669

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 売 却 損 5 5
税 引 前 当 期 純 利 益 2,386
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 280
法 人 税 等 調 整 額 △28 252
当 期 純 利 益 2,134

損　益　計　算　書

（ 25 ）
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会計監査人の監査報告書謄本

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 里 見 　 優
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 坂 戸 純 子

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

ＯＵＧホールディングス株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人
　大阪事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＯＵＧホールディングス株式会社の
2025年４月１日から2026年３月31日までの第80期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ
れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本

（次頁に続く）
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会計監査人の監査報告書謄本

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

（ 27 ）



2026/05/22 19:01:52 / 25302396_ＯＵＧホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第80期事業年度における取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお
り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、経営監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査役会の監査報告書　謄本

（次頁に続く）

（ 28 ）
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監査役会の監査報告書謄本

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月21日
ＯＵＧホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役 辰 　 清 広 ㊞
社外監査役 小 竹 伸 幸 ㊞
社外監査役 石 川 英 機 ㊞
社外監査役 進 藤 千 絵 ㊞

　
以　上

（ 29 ）
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様に対する継続的な利益還元を経営の重要政策の一つと認識しております。
　配当につきましては、中長期的な経営基盤の安定強化および成長投資に必要な内部留保の確保に十
分留意しつつ、連結株主資本配当率（ＤＯＥ）2.4％を目途に安定的な配当水準を維持することを基
本方針としております。
　連結株主資本配当率（ＤＯＥ）は、連結株主資本から配当される割合を示しており、一時的な利益
の増減に大きく影響されることなく安定的な配当の実現を可能とする指標です。また、当社は、自己
資本利益率（ＲＯＥ）８%維持を目標としており、配当以上の利益を計上することにより、配当額決
定の基礎となる連結株主資本が増加する結果、継続的な増配が可能となります。
　当事業年度の期末配当につきましては、当事業年度末の連結株主資本を基準に、1株につき前事業
年度比70円増配の167円とさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

　金銭といたします。
⑵　配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金167円
配当総額 901,397,029円

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
　2026年６月29日といたします。

（ 30 ）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
／
監
査
報
告

計
算
書
類
／
監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2026/05/22 19:01:52 / 25302396_ＯＵＧホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名 現在の当社における地位、担当

1
は し

橋
 

　
づ め

爪
 

　
や す

康
 

　
よ し

至 代表取締役社長
グループ経営推進担当 再 任

　

2
や ま

山　
だ

田　　　
み の る

稔 取締役
経営基盤グループ担当 再 任

　

3
な か

中　
む ら

村　　　
こ う

耕
取締役
総合企画グループ
・情報企画グループ担当

再 任
　

4
い し

石　
い

井　
き ょ う

享　
い ち

一 取締役
グループ戦略推進担当 再 任

　

5
た け

竹
 

　
だ

田
 

　　
 

　
ま こ と

誠 取締役
グループ戦略推進担当 再 任

　

6
な か

中
 

　
さ こ

迫
 

　　
 

　
た け し

猛 取締役
グループ戦略推進担当

再 任
　

7
お ぎ

荻
 

　
の

野
 

　
よ し

義
 

　
あ き

明 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

8
な が

永  
し ま

島  
ま

眞  
ゆ

由  
み

美 社外取締役 再 任 社 外
　

9
う え

上　
の

野　
ゆ う

友　
じ

慈 － 新 任 社 外 独 立
　

第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（ 31 ）
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

１

男　性

はし

橋
 

 
 

　
 

 
づめ

爪
 

 
 

　
 

 
やす

康
 

 
 

　
 

 
よし

至
(1956年５月31日生)

　

    1975年    4 月 当社入社
    2006年    10月 大阪魚市場株式会社

（現　株式会社うおいち）
商品事業本部商品部Ｂチームリーダー

    2010年    7 月 同社商品事業本部商品部マネージャー
    2012年    4 月 同社執行役員

商品事業本部商品部マネージャー
    2013年    5 月 同社取締役常務執行役員

商品事業本部本部長
    2014年    5 月 同社取締役専務執行役員

商品事業本部本部長
    2015年    4 月 同社取締役専務執行役員

商品事業本部本部長兼営業企画室担当
    2015年    5 月 関空トレーディング株式会社取締役
    2017年    5 月 株式会社うおいち代表取締役社長

社長執行役員
    2017年    6 月 当社取締役、グループ戦略担当

2022年    6 月 当社代表取締役社長
グループ経営推進担当（現任）

2023年    6 月 大阪府中央卸売市場管理センター株式
会社代表取締役社長（現任）

2025年    5 月 株式会社うおいち代表取締役会長
（現任）

16,596株

【取締役候補者とした理由】
橋爪康至氏は、当社の代表取締役社長および当社グループの水産物荷受事業を営む株式会社うおいち
の代表取締役会長を務め、グループ経営に係る豊富な経験と高い見識を有しております。同氏は、当
社および当社グループ会社の経営者として、これらの経験と見識に基づきグループ全体のコーポレー
トガバナンスを適切に行うことにより、グループ経営を推進できると判断したものであります。

（ 32 ）
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

２
男　性

やま

山
 

 
 

　
 

 
だ

田
 

 
 

　
 

 　
 

 
 

　
 

 
みのる

稔
(1963年１0月６日生)

　

1987年４月 当社入社
2013年７月 当社経営基盤グループ部長
2018年６月 当社執行役員経営基盤グループ
2019年５月 舞洲流通センター株式会社監査役

関空トレーディング株式会社監査役
2020年５月 株式会社トップ取締役（現任）
2020年６月 当社執行役員経営基盤グループ担当
2023年６月 当社常務執行役員経営基盤グループ

担当
2025年６月 当社取締役経営基盤グループ担当

（現任）

1,651株

【取締役候補者とした理由】
山田稔氏は、当社経営基盤グループにおいて、長年にわたり経理、財務等の管理部門の分野に携わ
り、同分野において豊富な経験と高い見識を有しております。これらの経験と見識を経営全般に活か
すことにより、グループ経営の推進に貢献できると判断したものであります。

３

男　性

なか

中
 

 
 

　
 

 
むら

村
 

 
 

　
 

 　
 

 
 

　
 

 
こう

耕
(1962年１月５日生)

　

1984年    4 月 農林中央金庫入庫
2013年10月 当社入社

当社経営監査室部長
2020年    5 月 舞洲流通センター株式会社取締役

ダイワサミット株式会社取締役
株式会社トウニチ水産取締役

2020年    6 月 当社執行役員総合企画グループ担当
2023年    6 月 当社常務執行役員総合企画グループ

担当
2024年    5 月 株式会社兵殖取締役
2025年    3 月 株式会社ツナクラフトワークス取締役

（現任）
2025年    6 月 当社取締役総合企画グループ

・情報企画グループ担当（現任）

1,688株

【取締役候補者とした理由】
中村耕氏は、金融機関における業務で培った財務に関する豊富な経験と専門的な知見に加えて、当社
において経営監査および総合企画の分野に携わり、両分野において豊富な経験と高い見識を有してお
ります。これらの経験および見識等を活かすことにより、グループ経営の推進に貢献できると判断し
たものであります。

（ 33 ）
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

4

男　性

いし

石
 

 
 

　
 

 
い

井
 

 
 

　
 

 
きょう

享
 

 
 

　
 

 
いち

一
(1966年８月28日生)

　

1989年    4 月 当社入社
2006年10月 大阪魚市場株式会社

（現　株式会社うおいち）
商品事業本部商品部Ｂチーム

2015年    4 月 同社商品事業本部商品部マネージャー
2017年    4 月 同社執行役員商品事業本部商品部

マネージャー
2020年    4 月 同社常務執行役員商品事業本部本部長
2022年    5 月 同社取締役常務執行役員

商品事業本部本部長
（兼）営業企画室副担当

2025年    5 月 同社代表取締役社長
社長執行役員（現任）

2025年    6 月 当社取締役、グループ戦略推進担当
（現任）

7,241株

【取締役候補者とした理由】
石井享一氏は、当社グループの水産物荷受事業を営む株式会社うおいちの代表取締役社長として、長
年培ってきた水産物流通に係る豊富な経験と幅広い見識を有しており、水産物荷受事業の監督を適切
に行うことにより、当該事業の成長を通じて、グループ経営の推進に貢献できると判断したものであ
ります。

（ 34 ）
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

５
男　性

たけ

竹
 

 
 

　
 

 
だ

田
 

 
 

　
 

 　
 

 
 

　
 

 
まこと

誠
(1962年１月31日生)

　

1984年４月 大栄太源株式会社（現　株式会社ショ
クリュー）入社

2008年４月 同社関西支社商品部部長
2014年４月 同社執行役員中部支社支社長
2016年６月 同社常務執行役員東日本支社支社長
2017年５月 同社取締役常務執行役員東日本支社

支社長
2022年４月 同社取締役常務執行役員事業本部

本部長
2022年５月 同社取締役専務執行役員事業本部

本部長
2023年５月 同社代表取締役社長

社長執行役員（現任）
2023年６月 当社取締役、グループ戦略推進担当

（現任）

4,146株

【取締役候補者とした理由】
竹田誠氏は、当社グループの市場外水産物卸売事業を営む株式会社ショクリューの代表取締役社長と
して、長年培ってきた水産物流通に係る豊富な経験と幅広い見識を有しており、市場外水産物卸売事
業の監督を適切に行うことにより、当該事業の成長を通じて、グループ経営の推進に貢献できると判
断したものであります。

６

男　性

なか

中
 

 
 

　
 

 
さこ

迫
 

 
 

　
 

 　
 

 
 

　
 

 
たけし

猛
(1961年２月21日生)

　

1984年４月 当社入社
2001年７月 兵庫養殖漁業生産組合営業部次長
2003年７月 同組合営業部部長
2005年４月 株式会社兵殖営業部部長
2005年５月 同社執行役員営業部部長
2006年５月 同社取締役営業管理本部統括
2014年５月 同社専務取締役営業管理本部担当
2015年５月 同社専務取締役（経営全般）
2017年５月 同社代表取締役社長（現任）
2023年６月 当社取締役、グループ戦略推進担当

（現任）

3,006株

【取締役候補者とした理由】
中迫猛氏は、当社グループの養殖事業を営む株式会社兵殖の代表取締役社長として、長年培ってきた
養殖分野および水産物流通に係る豊富な経験と幅広い見識を有しており、養殖事業の監督を適切に行
うことにより、当該事業の成長を通じて、グループ経営の推進に貢献できると判断したものでありま
す。

（ 35 ）
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

7

男　性

おぎ

荻
 

 
 

　
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
よし

義
 

 
 

　
 

 
あき

明
(1954年5月16日生)

　

    1977年    4 月 サントリー株式会社（現　サントリー
ホールディングス株式会社）入社

    2008年    3 月 同社中・四国支社長
    2009年    4 月 サントリービア＆スピリッツ株式会社

執行役員中・四国支社長
    2009年    9 月 同社執行役員近畿営業本部長
    2010年    4 月 サントリーホールディングス株式会社

執行役員
サントリービア＆スピリッツ株式会社
常務取締役近畿営業本部長

    2013年    10月 同社常務取締役営業推進本部長
    2014年    10月 同社専務取締役営業統括本部長

サントリービール株式会社取締役
    2015年    4 月 サントリーホールディングス株式会社

顧問
サンリーブ株式会社代表取締役社長

    2019年    6 月 当社社外取締役（現任）
    2020年    3 月 株式会社越後鶴亀代表取締役社長
    2020年    4 月 サントリーホールディングス株式会社

社友（現任）

2,039株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
荻野義明氏は、サントリーホールディングス株式会社および同社グループ会社等の経営者として、長
年培ってきた企業経営に係る豊富な経験と高い見識を有しており、これらの経験と見識を客観的な立
場で当社の経営に活かすことができると判断したものであります。選任後は企業経営の経験者として
の専門的な観点から引き続き当社の経営に対する実効性の高い監督等に尽力いただけることを期待し
ます。また、同氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって７年となりま
す。

（ 36 ）
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名
（生　年　月　日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

8

女　性

なが

永
 

　
しま

島
 

　
ま

眞
 

　
ゆ

由　
み

美
(1961年２月16日生)

　

1984年    4 月 大洋漁業株式会社
（現　Umios株式会社）入社

2011年    4 月 株式会社マルハニチロホールディング
ス経営企画部事業企画担当課長

2016年    4 月 マルハニチロ株式会社
（現　Umios株式会社）
ロジスティクス部物流企画課課長
（シニアマネージャー）
株式会社マルハニチロ物流取締役

2020年    6 月 大洋エーアンドエフ株式会社監査役
2024年    6 月 当社社外取締役（現任）

320株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
永島眞由美氏は、Umios株式会社のグループ会社の役員として企業経営に係る豊富な知識と高い見識
を有しており、これらの経験と見識を客観的な立場で当社の経営に活かすことができると判断したも
のであります。選任後は企業経営の経験者としての専門的な観点から引き続き当社の経営に対する実
効性の高い監督等に尽力いただけることを期待します。また、同氏の社外取締役としての在任期間
は、本定時株主総会終結の時をもって２年となります。

（ 37 ）



2026/05/22 19:01:52 / 25302396_ＯＵＧホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番　号

ふ 　 　 り 　 　 が 　 　 な

氏　　　　　　　　名
（生　年　月　日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

9
男　性

※
うえ

上 　 
の

野 　 
ゆう

友 　 
じ

慈
(1957年8月28日生)

　

1983年４月 検事任官
2010年７月 那覇地方検察庁検事正
2011年７月 最高検察庁検事
2012年11月 大阪地方検察庁次席検事
2014年１月 最高検察庁公安部長
2015年10月 大阪地方検察庁検事正
2017年４月 札幌高等検察庁検事長
2018年２月 大阪高等検察庁検事長
2020年４月 弁護士登録

上野友慈法律事務所（現任）

－株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
上野友慈氏は、弁護士の資格を有しており、法律の専門家としての豊富な経験と高い見識を有してお
り、これらの経験と見識を客観的な立場で当社の経営に活かすことができると判断したものでありま
す。選任後は弁護士としての専門的な観点から当社の経営に対する実効性の高い監督等に尽力いただ
けることを期待します。なお、同氏は、過去に会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理
由により社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

　（注）１. ※印は新任の取締役候補者であります。
２. 橋爪康至氏は、大阪府中央卸売市場管理センター株式会社代表取締役社長を兼務しており、株式会

社うおいちは同社との間に大阪府中央卸売市場における市場使用料納付等の取引関係があります。
その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３. 荻野義明、永島眞由美、上野友慈の３氏は、社外取締役候補者であります。
４. 当社は、荻野義明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏が再

任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
　　上野友慈氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が選任された

場合は、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
５. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結してお

り、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。なお、当該保険契約の内容の概要等は事業報
告の18頁をご参照ください。また、当該保険契約の契約期間は１年間であり、次回の更新時にお
いても取締役会の決議のうえ、これを更新する予定であります。

以上

（ 38 ）
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取締役選任議案

候
補
者
番
号

氏名 性別 本定時株主総会後の
地位（予定）

主な専門性・経験

企業経営 財務・
会計

法務・
リスク
管理

営業・
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

人事・
労務 システム ｻｽﾃﾅﾋﾞ

ﾘﾃｨ

1 橋爪　康至 男性 代表取締役社長 ○ ○ ○

2 山田　　稔 男性 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

3 中村　　耕 男性 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

4 石井　享一 男性 取締役 〇 〇 〇

5 竹田　　誠 男性 取締役 ○ 〇 ○

6 中迫　　猛 男性 取締役 ○ ○ ○

7 荻野　義明 男性 社外取締役 〇 〇 〇

8 永島　眞由美 女性 社外取締役 ○ 〇 〇 ○ ○

9 上野　友慈 男性 社外取締役 〇

（ご参考）
取締役会のスキルマトリックス（予定）
　第２号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会のスキルマトリックスは、以下のとおりとなり
ます。

※上記の一覧表は、各取締役候補者の有するすべての知見や経験を表すものではありません。

（ 39 ）
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地図②

　場　　所 大阪市中央区本町橋２番８号
大阪商工会議所　７階　　国際会議ホール
電話　06－6944－6268（会場係）

交通機関 地下鉄堺筋線 堺筋本町駅 ⑫号出口徒歩８分
地下鉄中央線 堺筋本町駅 ①号出口徒歩８分
地下鉄谷町線・中央線 谷町四丁目駅 ④号出口徒歩８分
地下鉄谷町線・中央線 谷町四丁目駅 ⑥号出口徒歩10分

株主総会会場ご案内図

N至天神橋筋六丁目
　北千里

大阪産業
創造館

ドラッグ
ストアカフェ

東警察署コンビニ

のぞみ信組 ホテル

コンビニ コンビニ

コンビニ

⑫

①

④

⑥

コンビニ

地下鉄中央線

阪神高速13号東大阪線

コンビニ

シティ
プラザ
大阪

マイドーム
大阪

中央消防署郵便局

堺
筋　
地
下
鉄
堺
筋
線

阪
神
高
速
１
号
環
状
線

堺
筋
本
町
駅

谷
町
四
丁
目
駅

谷
町
筋　
地
下
鉄
谷
町
線

松
屋
町
筋

至動物園前
　天下茶屋

至天王寺
　八尾南

中央大通

本町通

至東梅田
　大　日

大阪商工会議所

［お願い］ご来場に際しましては、公共交通機関をご利用くださいますようお願い申しあげます。
ご来場に当たりサポートが必要な方は、事前にお電話でご連絡ください。
OUGホールディングス株式会社　電話：06-4804-3031（代表）
(水曜日・日曜日を除く8：30～16：30)


